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論文内容の要旨
我が国では、 2015年に高齢者が25%以上を占める超高齢化社会が到来すると予測されている。歩道の整
備においては、この高齢化社会への対応が必要であるo しかし、そのための歩道構造の基準は、交通バリ
アフリー法等に従って整備されつつあるものの、不十分である。そこで、本研究では、高齢者が歩道を安
心して通行するための構造にかかわる要因の中から、基準あるいはその根拠が明確になっていない舗装面
の横断勾配、縦断勾配、歩車道境界段差、すべり抵抗および硬さを取り上げ、それらの適正な範囲につい
て検討した。
まず、第1章では、本研究の目的と位置づけを述べた。
第2章では、歩道舗装面の横断勾配、縦断勾配、および、歩車道境界部の段差が車いすによる高齢者の通
行に及ぼす影響を、車いすの必要推力の測定実験と高齢者を被験者とした官能評価実験により検討し、高
齢者の車いす走行能力は訓練を受けた障害者より低い場合が多く、横断勾配は1%以下、縦断勾配は5%
以下、歩車道境界部は段差が20mm以下で角部の 1: 2より緩い面取りが望ましいことを見いだした。
第3章では、歩道舗装面に必要なすべり抵抗について、各種材料を用いた舗装面でのすべり抵抗試験と
高齢者を含む被験者による官能評価実験の結果を基に考察し、高齢者の歩行のために最低限必要なすべり
抵抗は、 BPNCBritish Pendulum Tester Number)の値で4以上であること、歩きやすさのためには
78以上が望ましいこと、勾配部では、さらに勾配に応じた割り増しが必要なことを見いだした。
第4章では、歩行中の転倒による怪我を軽減するために弾性舗装と呼ばれる舗装工法が注目されている
が、路面が柔らかすぎると長時間の歩行や車いすによる通行が困難になり、適正な硬さは、 JISの床の硬
さ試験値で700--900の範囲であることを、高齢者による官能評価実験と車いすの推力測定実験の結果か
ら見いだした。
最後に、第5章では、第2章から第4章で得られた結論と、その既存基準との関係をまとめた。
論文審査の結果の要旨
都市内の歩道では、高齢者、視覚障害者、車椅子利用者も快適で安全に通行できることが要求される。
歩道舗装については、 2000年施行の交通バリアフリー法に従って、 2001年発行の舗装設計施工指針の中で
歩道路面にかかわる基準値が示された。しかし、今後増加が予想される高齢者による利用を考えるとき、
基準の整備は不十分といえる。本論文では、高齢者が歩道を安心して通行するための構造にかかわる要因
の中から、国内外で基準あるいはその根拠が明確になっていない舗装面の横断勾配、縦断勾配、歩車道境
界段差、すべり抵抗および硬さについて、実際に高齢者を被験者とする通行実験の結果と舗装の施工技術
についての現状分析の結果から検討している。
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まず、歩道舗装面の横断勾配、縦断勾配および歩車道境界部の段差が車椅子による高齢者の通行に及ぼ
す影響を、車椅子の必要推力の測定実験と官能評価実験により検討し、高齢者の車いす走行能力は訓練を
受けた障害者より低い場合が多いことを確認するとともに、横断勾配は 1%以下が望ましく、基準を現行
の2%より下げるべきであること、縦断勾配は現行基準の5%以下でよいこと、歩車道境界部の段差は
20mm未満が望ましいが、視覚障害者のために現行基準のとおり20mmとし、角部に 1: 2より緩い面取
りを施すべきことを提案している。次に、歩道舗装面に必要なすべり抵抗について、各種材料を用いた舗
装面でのすべり抵抗実験と官能評価実験の結果から、高齢者の歩行のために最低限必要なすべり抵抗は、
BPNの値で44以上、歩きやすさのためには78以上が望ましく、また勾配部ではさらに勾配に応じた割り
増しが必要なことから、基準を現行の40から上げるとともに、特に勾配部に適用する舗装材料については
厳しい基準を設けるべきことを提案している。さらに、舗装面の硬さについては現在まだ基準がないが、
歩行中の転倒による怪我を軽減するために柔らかい舗装面が望まれる。路面が柔らかすぎると長時間の歩
行や車いすによる通行が困難になり、適正な硬さはJISの床の硬さ試験値で70G--90Gの範囲であること
を官能評価実験と車いすの推力測定実験の結果から示し、歩道用舗装材料を開発するための指針を与えて
いるo
以上のとおり、本論文でまとめられた研究成果は、道路工学および交通工学の発展に寄与するとともに
今後の歩道環境整備に貢献するところが大きい。よって、本論文の著者は、博士(工学)の学位を授与さ
れる資格があるものと認める。
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